
 

 

令和３年度 

 

水道広域化推進プラン策定に係る 

ハード連携シミュレーション業務 

 

 

実施結果報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月 

   

・   株式会社ＮＪＳ 



 

目  次 
1 業務概要 ............................................................ 1 

2 水運用連携シミュレーション .......................................... 3 

2-1.浄水場集約ケース（浄水場集約による水運用の効率化） ................ 3 

2-1-1.前提条件等 .................................................... 3 

2-1-2.ケースＡ（浄水場間の水融通）・ケースＢ（浄水場の共同設置） ..... 5 

2-2.水源活用ケース（地下水などの良質な水源の活用） ................... 22 

2-2-1.前提条件等 ................................................... 22 

2-2-2.ケースＣ（地下水源による浄水方式転換（ろ過施設有り⇒無し） ... 24 

2-2-3.ケースＤ（地下水源による分散配置（飛び地等の解消）） .......... 36 

2-3.その他 ........................................................... 41 

2-3-1.複数組合せの検討 ............................................. 41 

2-3-2.感度解析 ..................................................... 43 

2-3-3.効果のレベル分け ............................................. 51 

2-4.考察 ............................................................. 55 

2-5.水運用連携結果を反映したシミュレーション地域の設定 ............... 57 

3 ＤＸハード連携シミュレーション ..................................... 58 

3-1.浄水場の遠方監視制御システムの導入 ............................... 58 

3-2.遠方監視制御以外のＤＸ技術の導入可能性 ........................... 71 

4 経営シミュレーション ............................................... 79 

4-1.前提条件等 ....................................................... 79 

4-2.ソフト連携シミュレーション ....................................... 80 

4-3.ハード連携及びＤＸハード連携シミュレーション ..................... 82 

4-4.収支見通しの推計方法 ............................................. 85 

4-5.収支見通しの推計結果 ............................................. 86 

4-6.考察 ............................................................. 95 

 

資料－１ 浄水場集約ケースＡ・Ｂ抽出図（１次・２次） 
資料－２ 浄水場集約ケースＡ・Ｂ抽出表 
資料－３ 浄水場集約ケースＡ・Ｂ効果額一覧表 
資料－４ 水源活用ケースＣ抽出図（１次・２次） 
資料－５ 水源活用ケースＣ抽出表 
資料－６ 水源活用ケースＣ効果額一覧表 
資料－７ 水源活用ケースＤ抽出表 
資料－８ 水源活用ケースＤ効果額一覧表 

資料－９ 複数組合せ効果額一覧表 
資料－10 先進技術（ＤＸ技術）の収集結果一覧表 
別添資料 水運用連携シミュレーションにおける各種根拠資料 



 

1 

1 業務概要 

⑴ 業務名称 

 令和３年度水道広域化推進プラン策定に係るハード連携シミュレーション業務 

 

⑵ 業務の目的 

 本業務は、水道事業の基盤強化を図るため、広域連携の推進方法や具体的取組を定める「水道広域化推

進プラン」を策定するにあたり、水道事業のハードに係る広域連携のシミュレーションを実施し、その効果

を把握することを目的とする。 

 

⑶ 業務期間 

 令和3（2021）年5月20日（木）～令和4（2022）年3月16日（水） 

 

⑷ 業務の概要 

・「水道広域化推進プラン策定マニュアル」（平成31 年3月29 日付け総財営第32 号薬生水発第0329 第

７号総務省自治財政局公営企業経営室長、厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長通知）や北海道水道ビ

ジョン等を踏まえて、浄水場の集約などのハード連携のシミュレーションを実施するとともに、令和元

年度の現状分析・将来推計業務や令和２年度のソフト連携シミュレーション業務の結果も踏まえた経営

シミュレーションを実施する。 

・対象自治体：道内で水道事業または水道用水供給事業を実施している全自治体（176自治体） 

・対象期間：令和元（2019）年度～令和50（2068）年度 

図表－1.1 検討業務内容 

シミュレーション分類 検討ケース 対象 

水運用連携シミュレー

ション 

（ハード連携シミュレー

ション） 

①浄水場集約ケース 

（浄水場集約による水運用の 

効率化） 

ケースＡ 浄水場間の水融通 道内全域

の浄水場 

ケースＢ 浄水場の共同設置 道内全域

の浄水場 

②水源活用ケース 

（地下水などの良質な水源の 

活用） 

ケースＣ 地下水源による 

浄水方式転換 

道内全域

の浄水場 

ケースＤ 地下水源活用による 

分散配置 

道内全域

の浄水場 

③水運用連携結果を反映したシミュレーション地域の設定 176自治体 

ＤＸハード連携シミュ

レーション 

①浄水場の遠方監視制御の導入 再配置後

の浄水場 

②遠方監視制御以外のＤＸ技術の導入可能性 道内全域 

経営シミュレーション ①ソフト連携シミュレーション 176自治体 

②ハード連携シミュレーション＋財政措置 176自治体 

③ＤＸハード連携シミュレーション＋財政措置 176自治体 

④ソフト連携＋ハード連携＋ＤＸハード連携シミュレーション 176自治体 
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 図表－1.2 シミュレーション地域 
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2 水運用連携シミュレーション 

2-1.浄水場集約ケース（浄水場集約による水運用の効率化） 

2-1-1.前提条件等 

ア 業務内容 

 浄水場の集約化のコスト及び効果額を算定する。 

 

イ 設定ケース 

（ア）ケースＡ：浄水場間の水融通（既存浄水場の共同化） 

（イ）ケースＢ：浄水場の共同設置（共同浄水場の新設） 

 

図表－2.1.1  設定ケース例 

ウ 前提条件 

図表－2.1.2  前提条件表 

※1 法定耐用年数：地方公営企業法施行規則における「構築物－水道用又は工業用水道のもの－浄水設備」より 60 年とする。 

※2 実使用年数：令和元年度水道広域化推進プラン策定に係る現状分析・将来推計業務（以下「令和元年度業務」という）での更新

周期設定（総論 67 項）と同様に、「アセットマネジメント簡易支援ツール（厚生労働省）」の「実使用年数に基づく更新基準の設定例

（下記）より、土木構造物の実使用年数から 73 年とする。 

 

 

 

 

ケースＡ 浄水場間の水融通（例）

給水人口8000人
給水量3000t/日

給水能力4000t/日

給水人口5000人
給水量2000t/日

施設利用率75％
給水能力4000千t/日
施設利用率50％

浄水場 浄水場

X年度の
更新費a億円

給水人口3500人
給水量1500t/日

給水人口6500人
給水量2500千t/日

給水能力4000t/日

管新設費
b億円

施設利用率100％

連絡管新設

浄水場

ａ＞ｂの場合

現状（R1年度） 集約化（X年度）

ケースＢ 浄水場の共同設置（例）

ｃ＋ｄ＞ｅ＋ｆの場合

給水人口8000人
給水量3000t/日

給水能力4000t/日

給水人口5000人
給水量2000t/日

施設利用率75％
給水能力4000t/日
施設利用率50％

浄水場 浄水場

X年度の
更新費c億円

X年度の
更新費d億円

現状（R1年度）

給水人口3500人
給水量1500t/日

給水人口6500人
給水量2500t/日

給水能力4000t/
日 更新費

f億円
施設利用率100％

連絡管新設 管新設費
e億円

浄水場

集約化（X年度）

項目 前提条件 

対象 

 

･道内の水道事業・用水供給事業における全ての浄水場とする。 

・連絡管は浄水場間を基本に用水供給の分水施設も対象とする。 

・対象期間は令和50 年度（2068 年度）までの集約化を対象とする。 

浄水処理方式 ・コスト面で有利な「ろ過なし施設」は可能な限り維持する。 

・主体となる浄水場の処理方式は、現状維持かそれ以下とする（処理を高度化しない）。 

集約化の時期 ・原則、更新時期の前倒しはしない。 

・原則、法定耐用年数（60 年）※1から実使用年数（73 年）※2の範囲に入る浄水場を対象とする。 

施設能力 

 

・集約時点の給水量見込みによる。 

・水利権の増量は見込まず、既存浄水場の能力範囲内とする。 

（実使用年数に基づく更新基

準の設定例） 
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エ 使用データ 

（ア）令和元年度業務で作成した地図及び水道地図（令和２年度版） 

令和元年度業務で国土地理院の数値情報（上水道関連施設データ）及び平成27年度水道地図をもとに作

成した地図について、令和２年度版水道地図の情報に更新し、浄水場等の位置を把握する。 

 

図表－2.1.3 浄水場等位置図の一例（稚内地域の一部） 

 

(イ）浄水場調書 

・令和２年度水道広域化推進プラン策定に係るソフト連携シミュレーション業務（以下「令和２年度業務」

という）において、各自治体に浄水場の情報等をアンケート形式で収集したもの。 

・浄水場位置、規模、処理方式、供用開始年度、薬品使用実績等の情報を把握する。 

 

（ウ）令和元年度業務で作成した将来給水量推計結果 

令和元年度業務で作成した自治体ごとの将来の給水量推計結果から浄水場の施設能力等を算定する。 
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2-1-2.ケースＡ（浄水場間の水融通）・ケースＢ（浄水場の共同設置） 

⑴ 抽出フロー 

次の１次から６次により、コスト低減の可能性のある浄水場の組合せを抽出する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図表－2.1.4 抽出フロー 

⑵ 浄水場の組合せ抽出 

ア 抽出方法 

（ア）１次・２次（浄水方式に応じた浄水場間の距離による抽出） 

浄水場処理方式ごとに「連絡管建設費＜浄水場更新費」となる抽出範囲を設定し、その範囲内にある他事業体

の浄水場を抽出する。 

①現状の浄水処理方式が急速ろ過方式の場合 

・ 急速ろ過方式の浄水場の処理水量は 16～650,000m3/日（平均 12,308m3/日）と差が大きいことから、中央値

1,980m3/日より 2,000m3/日とする。 

・ 連絡管の口径は水量を変数とした経済口径の算定式（水道施設設計指針 1990）を準用し、口径 200mm と算

定し、連絡管建設費は厚生労働省の「水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き」における費

用関数（以下、「厚労省費用関数」という）より、口径 200mm の 1ｍ当たりの工事費を 77 千円として延長を乗じ

て算定する。 

・ 浄水場更新費は、厚労省費用関数による標準的な急速ろ過方式の工事費とし、21.36 億円と算定する（図表-

2.1.5）。 

・ 「連絡管建設費＜浄水場更新費」となる連絡管延長の上限は 27.7km となる（図表-2.1.6）。 

・ 実際に浄水場間で連絡管を布設する場合、浄水場が河川上流域にあり、公道に沿って山などを迂回する場

合が多いことから、図表-2.1.7 に示すように、浄水場間の距離は連絡管延長の 1/2 程度になると仮定し、連

絡管延長27.7km から 27.7÷2＝13.9→14km を半径とする円を抽出範囲とする。 

１次・2次（浄水方式に応じた浄水場
間の距離による抽出） 

３次（更新時期による抽出） 

浄水処理方式に応じた「連絡管建設費＜浄
水場更新費」となる抽出範囲を設定し、そ
の範囲内にある他事業体との浄水場の組
合せを抽出 

浄水場間の更新時期の違いに応じて集約
が可能な浄水場の組合せを抽出 

４次（集約化後の施設能力による抽出） 集約時点の給水量見込みに応じた施設能
力となる浄水場の組合せを抽出 

５次（連絡管距離等による抽出）・ 
６次（追加抽出） 

・同一用水供給事業の浄水場又は分水点
が複数抽出された場合に連絡管距離が
最も短い組合せ等を抽出（５次） 

・１箇所も抽出されない地域がある場合
に、１～４次の抽出条件に最も近い浄水
場の組合せを追加抽出（６次） 

 


